














   

候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る 当 社

株 式 の 数

1

いし むら かず ひこ

石 村 和 彦
(1954年９月18日生)

再 任

1979年 4 月 当社入社

29,800株

2006年 1 月 当社執行役員
2007年 1 月 当社上席執行役員エレクトロニクス＆エネルギー

事業本部長
2008年 3 月 当社取締役兼社長執行役員COO
2010年 1 月 当社取締役兼社長執行役員CEO
2015年 1 月 当社取締役会長（現在に至る）
(2020年 3 月27日 当社会長退任予定)

［重要な兼職の状況］
ＴＤＫ㈱ 社外取締役
㈱ＩＨＩ 社外取締役
野村ホールディングス㈱ 社外取締役

【取締役候補者とした理由】
・石村和彦氏は、エンジニアリング部門出身で、子会社社長、当社工場長、電子部門の事業本部長等

を経て、2008年３月から2014年12月まで取締役兼社長執行役員を務め、2015年１月からは取締役会
長を務めており、AGCグループの事業及び会社経営についての豊富な経験を有しています。この経
験を生かし、執行役員を兼務しない取締役としてAGCグループの重要事項の決定及び経営執行の監
督に十分な役割を果たすことが期待できるため、取締役候補者といたしました。

【取締役会への出席状況(当期)】 14回中14回
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候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る 当 社

株 式 の 数

4

みや じ しん じ

宮 地 伸 二
(1958年11月４日生)

再 任

1990年 8 月 当社入社

5,800株

2010年 1 月 当社執行役員社長室経営企画グループリーダー
2012年11月 当社執行役員＜AGC Flat Glass North America, 

Inc. シニア・バイス・プレジデント＞
2013年 2 月 当社執行役員ガラスカンパニー北米事業本部長
2013年10月 当社執行役員ガラスカンパニー戦略室長
2014年 1 月 当社執行役員電子カンパニーエレクトロニクス

事業本部長
2015
2015
2016
2018
2019

年
年
年
年
年

1
3
1
1
10

月
月
月
月
月

当社常務執行役員社長室長
当社取締役兼常務執行役員社長室長
当社取締役兼常務執行役員CFO、経営企画部長
当社取締役兼専務執行役員CFO、CCO
当社取締役兼専務執行役員CFO、CCO、経営企画
本部長（現在に至る）

(2020年 3 月27日 当社副社長執行役員CFO、CCO、経営企画本部
 長就任予定)

【取締役候補者とした理由】
・宮地伸二氏は、情報システム部門、子会社社長、新事業推進部門、経営企画部門、ガラスと電子の

両部門の事業本部長等を経て、現在は取締役兼専務執行役員CFO、CCO、経営企画本部長を務めて
おり、AGCグループの事業及び会社経営についての豊富な経験を有しています。この経験を生か
し、取締役としてAGCグループの重要事項の決定及び経営執行の監督に十分な役割を果たすことが
期待できるため、取締役候補者といたしました。

【取締役会への出席状況(当期)】 14回中14回
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候補者
番号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る 当 社

株 式 の 数

6

やなぎ ひろ ゆき

柳 弘 之
(1954年11月20日生)

再 任

社外取締役候補者

独 立

1978年 4 月 ヤマハ発動機㈱入社

500株

2007年 3 月 同社執行役員
2009年 3 月 同社上席執行役員
2010年 3 月 同社取締役社長
2018年 1 月 同社取締役会長（現在に至る）
2019年 3 月 当社取締役（現在に至る）

［重要な兼職の状況］
ヤマハ発動機㈱ 取締役会長
キリンホールディングス㈱ 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由】
・柳 弘之氏は、ヤマハ発動機㈱の取締役会長を務めており、積極的にグローバル展開を推進してい

る同社において会社経営についての豊富な経験を有しております。この経験を生かし、当社の経営
全般に対して提言をいただくことにより、当社のコーポレートガバナンス強化が期待できるため、
社外取締役候補者といたしました。

【独立性に関する事項】
・柳 弘之氏は、当社の社外役員の独立性に関する基準（14頁）を満たしており、当社は、同氏を㈱

東京証券取引所に独立役員として届け出ています。本議案において同氏の選任が承認可決された場
合には、同氏は引き続き独立役員となる予定です。

・当社は、同氏が業務執行者であるヤマハ発動機㈱と取引関係がありますが、その取引金額は、ヤマ
ハ発動機㈱の売上高の0.1％未満です。

【当社の社外取締役に就任してからの年数】 １年（本総会終結時）
【取締役会への出席状況(当期)】 11回中10回（2019年３月28日就任以降）

－ 11 －













   

＜セグメント別の売上高及び営業利益＞
セグメント 売上高 (前期比) 営業利益 (前期比)

ガ ラ ス 7,429億円 (3.5％減) 93億円 (59.4％減)
電 子 2,767億円 (11.6％増) 256億円 (7.9％増)
化 学 品 4,758億円 (1.8％減) 630億円 (11.5％減)
セ ラ ミ ッ ク ス ・
そ の 他 832億円 (5.3％増) 39億円 (36.6％増)

（ 調 整 額 ） ▲ 606億円 0億円
連 結 合 計 1兆5,180億円 (0.3％減) 1,016億円 (15.7％減)

（注）１．当連結会計年度より、車載ディスプレイ用カバーガラスについて、電子セグメントからガラスセグメン
トに変更したため、前期との比較については、前期の数値を当期と同一のセグメントに組み替えて算出
しています。

２．調整額には、セグメント間取引に係る売上高及び営業利益の消去額等が含まれています。

⑵ 設備投資の状況
当連結会計年度においては、ブラジルにおける第２フロート板ガラス工場の建設（ガラス）、

中国における液晶用ガラス基板製造設備の建設、日本におけるＥＵＶ露光用フォトマスクブラ
ンクス製造設備の増強（電子）、インドネシアにおける塩化ビニル製造設備の増強、日本及び
米国における医薬品中間体・原薬製造設備の増強（化学品）等、総額2,077億円の設備投資を実
施しました。

⑶ 資金調達の状況
当連結会計年度の所要資金は、自己資金、借入金及びコマーシャル・ペーパーの発行により

賄いました。

－ 17 －









   

2020年度 2025年度目標当初目標 見込

営業利益 1,600億円以上 1,200億円 2,292億円以上
（過去最高益更新）

ＲＯＥ ８％以上 ６％ 10％以上
戦略事業

利益貢献比率 25％以上 29％ 40％以上

Ｄ／Ｅ 0.5以下 0.5以下 0.5以下

≪コア事業の取り組み≫
ポートフォリオ経営の徹底による長期安定的な収益基盤の構築に向け、コア事業で取り組

んでいく施策は以下のとおりです。

●建築用ガラス事業
国内建築用ガラス市場の縮小に対応するため、セントラル硝子㈱と事業統合の検討を開始

し、2020年末の事業統合を目指します。

●自動車用ガラス事業
強固な事業体質を構築するため、各地域の状況に応じ、高機能品への対応と生産効率の改

善に取り組みます。

●ディスプレイ事業
中国での第11世代液晶用ガラス基板の需要増加に対し、素板製造設備は増やさずに研磨能

力増強により対応します。

●基礎化学品事業
今後も堅調な需要増が見込め、域内生産能力が不足する東南アジアにおいて積極的に能力

を増強します。

●フッ素化学品事業
半導体・次世代高速通信・輸送機器分野等での製品の需要増に対応し、段階的に設備能力

を増強します。

－ 21 －





   

⑺ 主要な事業内容（2019年12月31日現在）
セ グ メ ン ト 主 要 製 品

ガ ラ ス

フロート板ガラス、型板ガラス、網入り磨板ガラス、Low-E（低放射）ガ
ラス、装飾ガラス、建築用加工ガラス（断熱・遮熱複層ガラス、防災・防
犯ガラス、防・耐火ガラス等)、自動車用ガラス、車載ディスプレイ用カ
バーガラス等

電 子

液晶用ガラス基板、有機EL用ガラス基板、ディスプレイ用特殊ガラス、
ディスプレイ用周辺部材、ソーラー用ガラス、産業用加工ガラス、半導体
プロセス用部材、オプトエレクトロニクス用部材、プリント基板材料、照
明用製品、理化学用製品等

化 学 品 塩化ビニル、塩化ビニル原料、苛性ソーダ、ウレタン原料、フッ素樹脂、
撥水撥油剤、ガス、溶剤、医農薬中間体・原体、ヨウ素製品等

セ ラ ミ ッ ク ス ・ そ の 他 セラミックス製品等

⑻ 主要な事業所（2019年12月31日現在）
当社の主要な事業所は次のとおりです。なお、当社子会社については、「⑼重要な子会社の

状況」に記載のとおりです。
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 愛 知 工 場 愛 知 県

関 西 工 場 尼 崎 事 業 所 兵 庫 県 鹿 島 工 場 茨 城 県
高 砂 事 業 所 兵 庫 県

京 浜 工 場 神 奈 川 県 相 模 工 場 神 奈 川 県

千 葉 工 場 千 葉 県 中 央 研 究 所 神 奈 川 県

（注）2020年１月１日付で京浜工場の事業所名称を「ＡＧＣ横浜テクニカルセンター」に変更しました。

－ 23 －





   

会社名 所在地 資本金 当社の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

電子

艾 杰 旭 顕 示 玻 璃 股 份 有 限 公 司 台 湾
百万新台湾ドル

3,120
※ ％

100.0 電子用ガラスの製造、販売

艾 杰 旭 顕 示 玻 璃 （ 深 圳 ） 有 限 公 司 中 国
百万円

14,200 100.0 電子用ガラスの製造、販売

旭 硝 子 顕 示 玻 璃 （ 恵 州 ） 有 限 公 司 中 国
百万円

28,900 100.0 電子用ガラスの製造、販売

旭硝子新型電子顕示玻璃（深圳）有限公司 中 国
百万円

30,400 70.0 電子用ガラスの製造、販売

AGC Fine Techno Korea Co., Ltd. 韓 国
百万ウォン

227,000
※

100.0 電子用ガラスの製造、販売

化学品

伊 勢 化 学 工 業 株 式 会 社 東 京 都
百万円

3,599
％

53.2
ヨウ素製品、金属化合物の製造、
販売及び天然ガスの採取、販売

P T  A s a h i m a s  C h e m i c a l インドネシア
百万米ドル

84 52.5
塩化ビニル、塩化ビニル原料、苛
性ソーダの製造、販売

Vinythai Public Company Limited タ イ
百万バーツ

7,111
※

58.8
塩化ビニル、塩化ビニル原料、苛
性ソーダの製造、販売

A G C  B i o l o g i c s  A / S デンマーク
百万デンマーク

クローネ

42
100.0 バイオ医薬品原薬の開発製造受

託

セラミックス・その他

A G C セ ラ ミ ッ ク ス 株 式 会 社 東 京 都
百万円

3,500
％

100.0
各種セラミックス製品の製造、販
売

AGC Singapore Services Pte. Ltd. シンガポール
百万米ドル

88 100.0
アジアにおける関係会社のため
の資金調達、融資及び関係会社の
株式保有

A G C  A m e r i c a ,  I n c . 米 国
百万米ドル

653 100.0
北米における関係会社の株式保
有及び情報収集

（注）※印は、子会社による出資を含む比率です。
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２．当社の株式に関する事項（2019年12月31日現在）
⑴ 発行可能株式総数 400,000,000株

⑵ 発行済株式の総数 227,441,381株
（注）発行済株式の総数には、自己株式5,870,670株が含まれています。

⑶ 株主総数 61,744名

⑷ 大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 18,886 8.52

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社(信 託 口) 12,867 5.81

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 9,615 4.34

バ ー ク レ イ ズ 証 券 株 式 会 社 6,057 2.73

公 益 財 団 法 人 旭 硝 子 財 団 5,982 2.70

三 菱 地 所 株 式 会 社 4,540 2.05

旭 硝 子 取 引 先 持 株 会 4,318 1.95

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口5) 4,009 1.81

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 3,771 1.70

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口9) 3,757 1.70

（注）１．上記のほか、当社が保有している自己株式が5,870,670株あります。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

－ 27 －





   

⑵ 新株予約権の総数等（2019年12月31日現在）
当事業年度末における新株予約権の総数等は次のとおりです。

イ．新株予約権の総数 6,095個
ロ．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 当社普通株式 1,219,000株

－ 29 －









   

ロ．当事業年度における主な活動状況
①社外取締役

氏 名 取締役会への
出席状況 活 動 状 況

江 川 雅 子 14回中14回

グローバルな金融機関における実務経験、東京大学の役員としての経験、日本
企業の経営及びコーポレートガバナンスに関する研究を通じて培われた企業経
営に関する豊富な知見を生かして、取締役会議長として、取締役会において活
発に発言し、専門的見地から提言を行うなど、経営監視機能を十分に発揮しま
した。

長谷川  閑 史 14回中14回
積極的な経営のグローバル化の推進等に関する会社経営についての豊富な経験
を生かして、取締役会において活発に質問し、専門的見地から提言を行うなど、
経営監視機能を十分に発揮しました。また、指名委員会委員長を務め、当社の
取締役、監査役、執行役員の選任に関する客観性を高めることに貢献しました。

柳 弘 之 11回中10回

事業環境の変化に対応した積極的なグローバル展開の推進等に関する会社経営
についての豊富な経験を生かして、取締役会において活発に質問し、専門的見
地から提言を行うなど、経営監視機能を十分に発揮しました。また、報酬委員
会委員長を務め、当社の取締役、執行役員の報酬に関する客観性を高めること
に貢献しました。

(注)１．書面決議による取締役会の回数は除いています。
２．柳 弘之氏は、2019年３月28日付で取締役に就任したため、他の取締役と出席対象の取締役会の回数が異なり

ます。
②社外監査役

氏 名 取締役会への
出席状況

監査役会への
出席状況 活 動 状 況

森 本 芳 之 11回中11回 11回中11回

国際展開を推進しているグローバルメーカーの会社経営につ
いての豊富な経験を生かして、取締役会及び監査役会におい
て、適宜発言を行いました。また、監査役会で定めた監査方針
に従って、各部門や事業所の監査、子会社調査等を行うととも
に、常勤監査役として、監査機能を十分に発揮しました。

作 宮 明 夫 14回中14回 14回中14回

会社経営についての豊富な経験とコーポレートガバナンスの
推進に関する経験を生かして、取締役会及び監査役会におい
て、適宜発言を行いました。また、監査役会で定めた監査方針
に従って、各部門の監査等を行うなど、監査機能を十分に発揮
しました。

竹  岡  八重子 11回中11回 11回中11回

法曹界における豊富な経験と法律やコンプライアンスに関す
る高度な知見を生かして、取締役会及び監査役会において、適
宜発言を行いました。また、監査役会で定めた監査方針に従っ
て、各部門の監査等を行うなど、監査機能を十分に発揮しまし
た。

(注)１．書面決議による取締役会の回数は除いています。
２．森本芳之氏及び竹岡八重子氏は、2019年３月28日付で監査役に就任したため、作宮明夫氏と出席対象の取締役

会及び監査役会の回数が異なります。

－ 33 －





   

ロ．役員の報酬等の決定方針

①報酬に関する方針の内容

ⅰ．報酬制度の基本的な考え方

当社は、報酬原則として役員報酬全般に関わる基本的な姿勢及び考え方を次のとおり
定めています。

 

・競争優位の構築と向上のため、多様で優秀な人材を引きつけ、確保し、報奨すること
のできる報酬制度であること
 

・企業価値の持続的な向上を促進するとともに、それにより株主の皆様と経営者の利益
を共有する報酬制度であること

 

・AGCグループの持続的な発展を目指した経営戦略上の業績目標達成を動機付ける報
酬制度であること
 

・報酬制度の決定プロセスは、客観的で透明性の高いものであること

ⅱ．報酬の構成

(1)定額報酬である「月例報酬」と、変動報酬である「賞与」及び「株式報酬」で構成
され、役位に応じて、次のとおり適用します。

区 分
定額報酬 変動報酬

月例報酬 賞与 株式報酬
執行役員を兼務する取締役
及び執行役員 ● ● ●

執行役員を兼務しない取締役
（社外取締役を含む） ● ― ●（注）

監査役 ● ― ―

（注）株式報酬は業績連動部分と固定部分から構成されるが、業績連動部分は適用されない。
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・本制度は、役位並びに中計における連結業績指標に応じて変動する当社株式等の
交付を行う「業績連動部分」と、役位に応じて一定数の当社株式等の交付を行う
「固定部分」から構成されます。

・業績指標については、中計期間の重要な業績目標の一つであるＲＯＥを達成する
ため、素材メーカーとして資産効率を高めていくことが重要であることから「営
業資産利益率」（注）を用います。加えて、効率性の向上を、企業の持続的な成
長も実現しながら達成することが重要であることから「EBITDA」を用います。

（注）営業資産利益率＝事業利益÷営業資産

・「業績連動部分」については、これら指標の目標に対する達成度合いに応じ、原
則として、標準支給額に対して0〜200％の範囲で変動します。その決定にあたっ
ては、報酬委員会での審議を経て、取締役会で決議します。

・役員は、中計期間終了後に本制度を通じて取得した当社株式を退任するまで継続
保有するものとします。

ⅳ．報酬水準

報酬水準については、第三者機関が実施する調査データの中から、大手製造業の報酬
データを分析・比較し、報酬委員会にて検証しています。

②報酬の決定方法
委員の半数以上を社外取締役とし、社外取締役が委員長を務める任意の報酬委員会にお

いて、「i. 報酬制度の基本的な考え方」を踏まえ、取締役及び執行役員の報酬制度・水準
等を審議・提案し、取締役報酬については、あらかじめ株主総会で決議された報酬（総額）
の限度額の範囲内で、取締役会で決議します。また、報酬支払結果についても報酬委員会
で検証しています。監査役報酬についても、同じくあらかじめ株主総会で決議された報酬
（総額）の限度額の範囲内で、監査役の協議により決定することとしています。これらを
通じて、報酬の決定プロセスに関する客観性及び透明性を高めています。

③本方針の決定方法

本方針は報酬委員会において審議・提案し、取締役会で決議します。
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６．内部統制に関する基本方針及び内部統制の運用状況
【内部統制に関する基本方針】

当社は、内部統制に関する基本方針について、取締役会で決議し定めています。内部統制
に 関 す る 基 本 方 針 に つ き ま し て は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.agc.com/ir/index.html）に掲載しています。

【内部統制の運用状況の概要】
内部統制の運用状況の概要は、次のとおりです。

⑴ AGCグループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制（コンプライアンス体制）

 

・AGCグループのコンプライアンス体制整備と推進について、社長執行役員から権限を委
譲され、これを統括するCCO（チーフコンプライアンスオフィサー）を置き、CCOはそ
の職務の状況につき社長執行役員に報告することとしています。
 

・「AGCグループ行動基準」を制定し、当社全従業員及び子会社の幹部に対し、行動基準
遵守に関する誓約書の提出を義務付け、法令・企業倫理に沿った行動をするよう徹底し
ています。また、行動基準を浸透させるため、定期的にコンプライアンス教育を実施し
ています。

・コンプライアンスに関する通報・相談窓口としてヘルプラインを設置し、不正行為等の
未然の防止、早期発見に努めています。

 

・AGCグループにおけるコンプライアンスの遵守状況、ヘルプラインの運用状況、重要な
法務問題等について、定期的に取締役会に報告を行っています。

・年度監査計画等に基づき、当社及び子会社に対し内部監査を実施し、監査結果について、
定期的に取締役会に報告を行っています。
 

・「AGCグループ財務報告に係る内部統制実施規程」を制定し、財務報告に係る内部統制
の整備、運用、評価を行っています。

⑵ AGCグループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（情報保存
管理体制）

・「AGCグループコモン情報セキュリティポリシー」を制定し、重要書類・情報の保存、
管理を実施しています。

・定期的に情報セキュリティに関する自己点検、従業員への教育等を実施し、情報管理の
徹底を図っています。

⑶ AGCグループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制）
 

・「AGCグループ統合リスクマネジメント基本方針」に従い、AGCグループの経営に重大
な影響を及ぼす可能性のあるリスク要因を定め、リスクの発現を抑制するための管理レ
ベルと、リスクが発現した際の対応レベルの向上、改善を図っています。

・大規模な事故・災害等の発生に備えて、事業継続計画（BCP）を策定しています。また、
地震等を想定した訓練を実施し、BCPの周知、徹底及び実効性の向上を図っています。
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＜ご参考＞コーポレートガバナンスの状況
⑴ 当社のコーポレートガバナンス体制の概要

当社は、経営監視機能と経営執行機能を明確に分離し、経営監視機能を強化するとともに、
経営執行については、コーポレート機能と事業執行機能を明確に区分し、事業執行における迅
速な意思決定を図ることをコーポレートガバナンス体制整備の基本方針としています。

経営監視機能は、主に、「AGCグループの基本方針承認と経営執行の監視機関」である取締
役会が担っています。取締役７名のうち３名を社外取締役とし、取締役会の議長を社外取締役
が務めることで、経営の客観性・透明性を高め、コーポレートガバナンス体制を強化していま
す。また、経営監視機能を更に向上させるため、取締役会の任意の諮問機関として、指名委員
会と報酬委員会を設置しており、それぞれメンバーの過半数は社外取締役で構成し、各委員長
を社外取締役が務めることで、取締役及び執行役員等の評価・選任及び報酬に関する客観性を
高めています。更に、当社は監査役制度を採用しており、社外監査役３名を含む４名の監査役
で監査役会を構成しています。

経営執行機能は、社長執行役員以下の執行役員が担っています。社長執行役員の諮問機関と
して経営会議を設置し、経営執行の意思決定及び事業経営の監視について審議しています。事
業執行においては、カンパニー（社内擬似分社）制を導入しており、グローバル連結運営体制
を採用するとともに、事業執行の責任と権限をカンパニー／SBU（戦略事業単位）に大幅に委
譲しています。

⑵ 「AGCグループ コーポレートガバナンス基本方針」
当社は、AGCグループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するために、当社

のコーポレートガバナンスを強化し、更に充実させることを目的として、コーポレートガバナ
ンスに関する基本的な考え方、方針を定めた「AGCグループ コーポレートガバナンス基本方
針」を制定しています。

詳細につきましては、下記の当社ウェブサイトをご参照ください。
http://www.agc.com/company/governance/index.html

⑶ 取締役会の実効性評価
当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するために、継続的にコーポレー

トガバナンスを強化し、充実させることが重要であると考えています。この取り組みの一環と
して、取締役会の実効性の向上とともに、ステークホルダーの当社のコーポレートガバナンス
に対する信頼感をより高めていくために、「AGCグループ コーポレートガバナンス基本方針」
に基づき、毎年、取締役会の実効性を分析・評価しています。

具体的には、取締役会を構成する全ての取締役及び監査役による調査票への回答並びに各取
締役による個別インタビューへの回答により、取締役会の実効性の評価を行い、その後、取締
役会においてそれらの評価結果を検証し、取締役会の実効性を向上させるための施策を議論し
ています。

－ 41 －








































